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外国人生徒の キ ャ リア形成とボラ ンテ ィ ア

ー高校進学をめざす外国人生徒が置かれた教育環境
一

小　島　祥　美 （愛知淑徳大学文学部）

【要 旨】

　2011年 3 月、国 は 日系定住外国人施策に 関す る行動計画の な か で 、外国人 の 高校進学希望者に かかわ る受

入れ に つ い て の 環境整備 の 必 要性 を明示 し た。未だ外国人は就学義務の対象外 と扱われ て い るなか、国が外

国人 の 高校進学に か か わる支援 を明文化 し た意義は大きい 。 し か しな が ら 、 外国人生徒の 入学者選抜の在 り

方に っ い て 、全国的な実態を明 ら か に した 調査研究は ほ とん ど実施 され て お らず、各地 の 現状が比較で きな

い とい う課題 が残 されて い た。

　そ こ で 本 特集 で は、「外国人 生 徒 の キ ャ リア 形成と ボ ラ ン テ ィ ア 」 を テー
マ に 設定し、「研究」 と 「実践」 と い

うボラ ン テ ィ ア学を支える両輪の 関係性 につ い て 改め て検討 し た い 。そ の た め に 、まず本論で は外国人 の 高校

進学希望者 の 登竜門である外国人生徒 にかかわる高校入学者選抜 の 現状把握を試み る。高校進学を め ざす外国

人生徒 が 置 か れ た 教育環境に つ い て 全国 の 自治体別 に 実態を比 較 した うえ で 、そ れ ぞ れ の 地域で 尽 力する NPO

の 実践論文 か ら、外 国人生徒の キ ャ リア形成にお い て ボラ ン テ ィ ア が今を担 う役割を明らか に し て い きた い 。
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1 ．特集の 設定とその 背景
　2012 年度 の 国際 ボラ ン テ ィ ア 学会 ・第 14 回大 会

で は 、
「サ

ービ ス ・ラ
ー

ニ ン グ」 「在住外国人 」 を特

定 テ
ー

マ と して 研 究発表 を募 っ た とこ ろ、外 国人児

童 生徒にかかわ る応募が 目立 っ た 。 こ の 大会 の 開催

地 で あ っ た愛知県 は 、 文部科学省が 公 立 学校を対象

に実施 して い る 「日本語指導が 必要な児童生徒 の 受

入れ 状況 等に 関す る調 査 」 に お い て 、第 2 回調 査

か ら全国第 1位 を独 走す る地域であ る。そ の た め、

愛知 県 内 の 公 立小 中学校 で は外 国人児 童生 徒が在

籍す る光景は珍 し くなく、全校児童数 の 約 6 割 を外

国人 児童が 占め る と い う小 学校 も実在す るほ どで

ある。 こ うし た 地域 の 特性 もあ り、第 14 回大会 の

研究発表で は、外国人児童生徒に か か わ る研究に つ

い て 、研 究者だ け で は な く、地 域で 活躍す る NGOf

NPO や院生 ・学生の 発表 も多 く、国際ボラ ン テ ィ

ア 学会 ら し い 生 き生 き と し た 実践や活 動報 告を 共

有で きる こ とが で きた。

　そ こ で 、第 14回 大会の 成果 を踏ま え て 本号 の 特

集で は 、「外 国人生徒 の キ ャ リア 形成 とボ ラ ン テ ィ

ア 」に 迫ろ うと考えた。外国人 の 義務教育に つ い て 、

「日本国内に居住する者で あっ て も、そ の 者が外国

人 で ある限 り、そ の 子 を小 ・中学校等に就学義務は生

じな い 」 （鈴木 2012 ： 120） と扱われ て い る。そ の た

め 、 国内 で 未 だ不就学 の 子 どもが実在す るも の の
、

外 国 人 の 子 ども の 不 就学問題 は 日 本社会 の な か で

緊急性 を もつ 課題 と して認識 され る よ うにな っ た

1 ）
。 そ して 、 外 国人住民 が集住す る 自治体にお い て

は、各 関係者 の 工 夫 によ っ て 不就学者減少 をめ ざし

た 実践 が 行 わ れ て い る。外 国人 の 不就 学問題 の 根 本

的な原 因 が政府 の 外 国人 の 就学扱 い の 見解に あ る

と して も、各 地 の 取 り組み に よ り近年 は 、
「日本 人

と同等」 の 進路 ・進学を希望する外 国人 の 若者が 増

加 して い る。なぜ ならば、外 国人 が多く暮 らす 自治

体等 で 構成す る外国人集住都市会議 が 「子 どもの 教

育は、高校進学だけ が 目標 で はなく、それ だけを成

功指標 と す べ きで は な い 。し か し、現 実問題 と し て 、

外 国人 の 子 どもが 、目本社会にお い て 自ら未来 を切

り拓 き
一定の 役割を担 うた め には、高校へ進学す る

こ とが 重要な意味を持 つ こ とは、紛 れ もな い 事 実 で

あ る 」 （外 国 人集住都 市会 議 2012 ：18） と説 明す る

と お り、日本社会 で 外国 人 の 若者 が 生 きるた め に

は、「日本入 と同等」 の 学力 、つ ま り高等学校 （以下、

「高校」 と記 す）卒業程度 の 学力が求め られ る か ら
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で ある。こ の よ うな現実 の なか、学校や 家庭 では補

えな い こ とに取 り組む の が
、 地域で 共 に暮 らすボ ラ

ン テ ィ アで ある の だ 。

2 ．問題の所在
　法務省入国管理局 によると 、 外 国人 登録者の 総数

は 2008 年末 に 過去最高 を記録 して 以 降、年 々 減少

して い る。 2008年末 と 2011年末の外国人登録者数

を国籍別 に 比 較す る と、特 に ブ ラ ジル 籍 （−32．8％）

の 減少は 著 し い。これは 2008年秋の 未曾有の 経済

危機 に よ り、製造業を中心 と し た 派遣労働 に 従事

す る ブ ラ ジ ル 人な どの 外国人労働者が解雇 され た

こ とと関係す る。 そ の た め、将来に 希望や夢 を抱

きなが ら懸命に 日本 の 学校や外 国人学校で 学ん で

い たそ の 子 どもた ちまで にもしわ寄せ が い っ た。保

護者 の 失 業等 の 理 由 によ り授業 料 の 支払 い が 難 し

くな り、経済的 な理 由か ら就学 が継続 で きない 状況

に置 か れ、学齢期 の ブ ラ ジ ル 人住民 の な か で 不就学

者が 急増 した の で あ る。 こ うした非 常事 態 を うけ

て 国 は、「こ れ ま で 、日 系定住外 国人 を 日本社 会 の

一員 と して 受け入 れ る体制 が 完全には整 っ て い な

か っ た こ とが、今回 こ の よ うな状況 を招 い た とも い

え る。今後 も こ れ らの 人 々 の 定住を認 める以上、日

本社会 の
一

員 として 受け入 れ、社会か ら排除 され な

い よ うにす るため の 施策 を国 の 責任 と し て 講 じ て

い くこ とが 必 要で あ る」 （日系 定住外国人施策推進

会議 2010 ：2） と し、2010年 8 月 に 日系 定住 外 国人

施策に関する基本方針を発 表 した。そ し て 2011年

3H には具 体的な施策を明文化 した 日系定住外 国人

施策に関する行動計画を発表 し、そ の なか で 「高校

への 進学を希望す る生徒の 受入 れ に つ い て の環境

整備 の 支援」 が明示 された の で あ る。

　未だ外国人 は就 学義務の 対象外 と扱われて い る

な か 、国 が 外国人 の 高校進学に か か わ る 支援を明文

化 した意義 は大き い だろ う。こ の 背景に は、近年

の 日本 国 内 に お け る 中学卒業者 の 進 路状況 の 変化

が関係する と考え られ る。学校基本調査 に よ る と、

1975年に 91．9％で あ っ た 中学卒業者 の 進 学率 は 、

2010年は 98．O°

／・ ま で に 上昇 して い る。特 に、国民

的教育機関とし て 教育の効果が広 く社会に還 元 さ

れ て い るなどの 要因により 2010年度か ら開始 し た

公 立高校授 業料無償制 ・高等学校等就学支援金制度

の 存在 は、高校進学 が 必 須化 し て い る 実態 の 証 とい

え るだ ろ う。こ うした動向とも比例 し、公立 中学校

巨］ 跏 テ・ア学峨 V。L14

夜 間学級 に通 う生 徒や 中学校卒業程度認 定試験 の

受験状況 も変化 し 、 学齢を超過 した義務教育未修 了

の 外 国人住民 につ い て も、高校進学希望者が増加 し

て い る （小島 2011）。

　 と こ ろで 、高校 の 入学 の 扱 い は学校教育法施行規

則第 90 条で 規定 され 、 入 学者 の 選抜に基 づ い て 校

長 が許 可 す る こ と （第 1 項）、学力検 査は当該高校

を設置す る都道府 県又 は市町村 の 教育委 員会 が行

うこ と （第 5項 ）と定 め られ て い る 。
つ ま り、高校

は義務教育課程で は な い ため、当該高校を設置する

自治体の 判断が高校入学者選抜 の 在 り方 と大 き く

関係する。こ の よ うな現状か ら、前述 の 外国人集住

都市会議は 、早 くか ら高校を設置する 自治体に対 し

て 、外国人生徒に かかわる高校入学者選抜の 在 り方

につ い て 問題提議 を行 っ て きた
2）
。 しか しなが ら、

そ の 根拠 とな る実態 の 提 示はな く、自治体に よ る 入

試 の 違 い や そ の 問題 点な どが 不明 の た め 、外国人生

徒 に か か わ る 自治体別 に よ る 高校入 学者選抜 の 現

状 が 比較 できな い とい う課題 が あ っ た。

　一
方 で 、外 国人 生徒 の 入 学者選抜 の 在 り方に か

か わ る研 究は、兵 庫 県 の 事例検証 を行 っ た 辻本

（2003） をは じめ、外国人集住県 と入試制度を 比 較

し た乾 （2008 ）、東海 4 県の 特別入試枠に 着眼 した

細川 （2011）、東京都に 暮 らす外国ル ーツ の 子 ども

と 高校進学に 関す る 実態調 査 を 行 っ た 多文 化共生

セ ン ター東京 （2011）、神奈川県の 事例検証を行 っ

た 高橋 （2011）な どあ る が、い ずれ も事例研 究 に と

どま っ て い る。事例研究が多い そ の 理 由 として 、中

国帰 国生徒 と外国人 生徒の 高校入学者選抜に か か

わ る 全国調査 を試 みた安場 （2003） は、「今回 の 調

査 で は 、各地 の 実態ま で は把握す る こ とが で きて い

な い 」（安場 2003，29）と し、研 究 の 限界 を述べ て い る。

つ ま り、 外国人生徒の 高校 入学者 選抜 にか か わ る研

究 に つ い て 、全 国的な実態を示 した調 査研究が ほ と

ん ど実施 され て こ なか っ た の で ある 。 そ の た め、外

国人 の 高校進 学希 望者 の ため に各地域 で はボ ラ ン

テ ィ ア が尽力 して い る もの の 、自治体別高校入 学者

選抜 の 実態 が 不 明 の た め 、各地 の 実態が 比 較で き な

い とい う課題が残 されて い た。

　そ こ で 本特集で は 、「外国人 生徒の キ ャ リ ア 形成

とボ ラ ン テ ィ ア 」 をテ
ー

マ に設定 し、「研究」 と 「実

践」 とい うボラ ン テ ィ ア学 を支え る両輪の 関係性に

つ い て 改 めて 検討 した い 。そ の た め 、まず外国人 の

高校 進 学希望者 の 登竜門 で ある 外国人生徒 にか か
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わ る高校入 学者選抜 の 現状把握 を試み る 。 高校進 学

をめ ざす外国人生徒 が置か れた教育環境に つ い て

全国の 自治体別に 実態を比較 した うえ で、それ ぞれ

の 地域で 尽 力す る NPO の 実践論文か ら、外国人生

徒の キ ャ リア 形 成に お い て ボ ラ ン テ ィ ア が今を担

う役割を明らか に して い きた い 。

3 ．調査内容とその 結果
3−1．調査方法

　全国 にお け る外国人 生徒 の 高校入 学者選 抜 の 現

状把握 を 目的に、まず、  2012年 度入学者にかか

わ る外国人生徒を対象に した高校入試 の 状況、  外

国人生徒 の 就学状況、  外国人生徒 の 教育支援体制

の 現状、の 3 項 目を把握す るた め の 調査票を作成 し

た。そ して、47 都道府県 の 教育委員会 （以下、「教委」

と記す）お よび全政令都市の うち高校入 学者選抜担

当部局を もつ 13政令都市の 教委 の 計 60 教委 の 高校

入 試 担当部署宛て に、2011年 11 月 30 目付で 調査

協力依頼文 と調査票 を郵送 した。そ の 後、郵送、電話、

FAX 、電子メール 、訪問な どを通 じて 、 調査票 を回

収 し た。そ の結果、2012年 3月末 日ま で に 50 教委

（83．3％）か ら回答を得る こ とが で きた
3 ｝

。

3−2．調査結果

（1 ）外国人生徒を対象に した入学者選抜の 有無 と

　その 内容

　外国人生 徒を対象 に し た 入 学者選抜の 有無 を分

析 し た結果、「有 る」教委は 15教委 （30．0％）で あ っ

た。学校種別 にみ る と、全 日制 は 15教委、定時制

は 9 教委、通信制は 2 教委で あっ た （表 D。

　 「有る 」 の 工5 教委に つ い て、回答別 に出願 資格、

対象学校数、選 抜検査内容を比 較 し た。そ の 結果、

出願 資格は 3 つ に区分で き、「来 日 3年以 内」 が 11

教委で最 も多く 、次 い で 「来 日 6 年以内 」 が 3 教委 、

「限定な し」 が 1教委 で あ っ た 。

　対象学校数は 2 つ に 区分で き、「限定校」（10教委）

表 1　外国人生徒を対象にした入学者選抜が 「有る」 と回答した 15教委の状況

学校種別 ※ 1 選抜検査 内容 ※ 2

全 日 定時 通信

出願

資格

対象

学校 数 学力検査 作文 面接 その他

秋 田県 o o ○
3年

以 内
全校 o 個別判断 o oO

学力検査等実施の 参考とするため、事前 に 面接、作文等を行って

日本語能力の 結果や 生徒の海外での学習状況 等を考慮して学力検

査 の 実施時聞を延長する等

福島県 o × x3
年

以 内

限定 σ 校／ 88

校 中〕

△学 校 により基礎

学力 検査輿施
Q oO 調査書（又は成績証明書等》

茨城 県 o o X3 年

以内
全校 o 国 ，数 ，英 o

千葉県 o o X3
年

以 内

唄定 〔10 校 ／ 131

校 中〕

o 英語 又

は日本陌

o 英 露吾又

は日本躇
O詳細は 各学校が決定する

東京都 o X X3
年

以 内

限定 く3 校 ／ 178

校 中〕

o 日 本 語

又 は英晤
o

神奈 III県 o o X3 年

以 内

隅定 （全 日制 8 校

／ 141 校中 ，定時

制 1 校／ 20 校中〕

○臥 数．英 oO
定時制の課程の志願のうち、2D歳以上の方に つ いては、作文をもっ

て学力検 査に代えることができる

横浜市 o X
3 年

以内

限足 q 校／ 巳 校

中）

O 英 （リス ニ ン グテ

ス ト含）、国，数 oO
実拉検査は．曼験生一人ひとり面機形式により行う。  5 分程度の

英間英箸を行う。  80鰛100語程度 の書 かれた英文を熟読した後 、そ
の 莢文を音読する。またその英文につい て英問英答を行う

岐阜 県 o o X3
年

以 内

全 校促 時制は限

定｝
o 園 、数 、英 ○ oo 一

部，実 技検査 あり

静岡 県 o X ×
3 年

以 内

限定18校 ／ 101

校中1
O 日本語基礎力検

査
o

浜松市 o 年敷

なし
全 校（1校）

O 総舎閻題〔團 30

点、数 30 点，英 40

点．計 100点溺点｝

o （日 本

語 ）

O 国語は現 代文と古文 から構 成、鬮語を除 いて淇寧 にルビをふる、英
旛 と数学はポル トガル晤による股間の 受検も可能

愛知 県 o X X6
年

以 内

限 定 〔4校 ／

160校 中）
o 圏 、数、英 0 ○学 力検査 の問題にはル ビをふるこ ととす る

三重 県 ○ o ×
5 年

以内

限定 （全 日 制 17

校 ／ 59 校中，寇
時制 11 校 ／ 12 校
中〕

o 後期 選抜は学校

によリ基 礎掌 力検

査突施

o 後期選

拔 は 自国

醐 （また

は 英語 1
又 は 目 本

膰

O 全 日制の前 期選抜は他 の受検者と同じ検査 内容

福岡 県 o o X6 年

以内

限定（全日制 19

校 ／ 92 校中．定
時制　 7 校／ 21

校中〕

o 国 ．数 、英に つ

いて 、特別の 掌力

検査

oO

長崎県 o 0 X3
年

以内
盆校

o 日本語

又 は外 国

語 〔英 語

又 は中国

 

o

鹿児 島県 o o o3 年

以内

限 定 σ 3 校 ／ ア4
校 中｝

oo O調査累を絞合して選叛

※ 1　0 印は 「有 る」、× 印は 「無い」、斜線 は 「該 当校無 し」 を示 す

※ 2　0 印は該 当項 目が 「有 る」 を示 す
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が 「全校」 （5 教委） よ り多か っ た 。

　選 抜検査 内容 は回答別 に 4 つ に区分で き、「面接 」

が 14 教委で最 も多く、 次 い で 「学力検査 」 が 11教

委 、「作文 」 が 9 教委 、「そ の 他 」 が 10 教委 で あ っ た。

そ の他 とは 、時間延長や ル ビ振 り、多言語対応 な ど

の 個別 対応 （4 教委）、調査票 を含む 評価 （2 教委）、

20 歳以上 の対応 （1教委）な どで あ っ た 。

（2 ）外国人生徒を対象に した入試特別措置の有無と

　その内容

　外国人生 徒を対象に し た 入 試 特別措置の 有無 を

分析 した結果 、「有る」教委は 31 教委 （62．0％）で あっ

た。学校種別 にみ ると、全 日制 は 30 教委、定時制

は 29 教委 、通信制 は 10教委 であ っ た （表 2）。なお、

入試 特別措置 とは、
一

般 の 受験生 と共 に受験す る際

に 何 らか の 措置 を受け られ る こ と を示 す。

　「有 る」 の 31教委につ い て 、回答別に 出願資格、

措置 の 内容 を比 較 した 。そ の 結果 、出願資格 は 、「外

国人 （籍）生徒」 と 「中国帰国 （引揚）生徒」 の 2

つ に区分で きた。区分別 にみ る と、外国人生徒は す

べ て の 教委 に、中 国帰国生徒 は 28 教委に 明記 され

て い た 。 そ の 条件 を比較す ると、い ずれ も 「詳細条

件有 り」 が 「個別判断 」 よ り多か っ た。

　措置の 内容 は回答別 に 6 つ に区分 で き、「ル ビ振

り」 が 13 教委 で 最 も多 く、次 い で 「時間延 長」 が

11 教委、「科 目数減 」が 9教委、「個別判断」が 8教委、

「面 接」 が 4 教委で 、
「そ の 他」 が 7 教委 で あ っ た。

そ の 他 とは 、別室受験 （3 教委）、辞書持込み 可 （2

教委）、作文多言語対応可 （1教委） で あ っ た。

表 2 外国人生徒を対象に した入試特別措置 が 「有 る」 と回答 した教 委 31教 委の 状況

学校種別 榊 出願資格　※ 2 措置の 内 容　 ※ 3

全
日

定
時

通
信

外国人 （籍）
　　 生徒

中国帰国
　生徒

個 別

判 断

ル ビ

振 リ

科 目

数減
時間延長 面接 その他

札 幌市 X0 ■来 日後 5 年未 満 ■引揚 後 5 年未満 0 通訳等 の配慮

○作文 多言語対応可

傑 語
・
中国語

・ハ ング

ル
・ロ シア語等）

宮域県 ○ oo
■ 海外滞在が 1 年以

上 で ．帰国後 3 年未満

●中国残劉孤児の子 、
目 本 残留外国入の子

仙 台市 o0 ●配慮を璽する者 ●配 慮を要する者 o

秋 田 県 o00 ■在住期閲が 3年未満 ■在住期聞が 3年禾満 ○

栃 木県 ooX
■2年以内 〔外国での

在住期間が長期者は

帰国後 3 年 以 内）

麗 年以内（外国 で の

在住期闇が長期者 は

帰国後 3 年以内 ）

o

群馬県 ○ △ X ■ 3 年以内 ■ 3 年以内 0 英話 の場 含有

東京都 ○ o × ■3年 以内 昌小 4掌年 以上 o

神奈 川県 ○ ○ o ■6 年以内 匿 6 年以内 o oQ わ か りや す い 霞 葉

横 浜市 ○ 0 ■6年 以内 ■ 6年以内 o Q0
適切な取扱 い 〔ゆ

っ くりと賢問など）
Q 別室受験

富山県 ○ o × ■6年 以内
一 o

福井県 oX ×

■外国での継続在 住

年数 2 年以上で入国後

2年 以内

■外国での継続 在住

年搬 2 年以 上 で入国後

2 年以内

O 国
・
英
・
数の

3 教科

山 梨県 ○ o × ■ 7年 以内 ■ 7 年以丙
O 自己選択し

た 3 教科

長野県 OoX ■ 3年 以内 ■ 3 年以内
0 漢字読み

質問 可
Q 科 目代え o 各教 科 1D 分

岐阜県 oo ×

■海外での 生活が継

続 し て 2 年 以 上 で ．入

国後 3 年以内

一 o 科目代え

滋賀県 oo ○

■渡日後3年以内で、
海外での在住 期間が

渡日 時からさか の ぼり

継続して 1年以上 の 者

■ 帰国の 期間 が 3年

以内で、海外での在住

期閻が帰国か らさか の

「まり鞋続して 1年以 上

の者

o O 各教 科 10 分
02 冊まで 辞書持込

み可

京都府 oo ×
■ 外国で の 在住期聞

が継続して 1 年以上

■ 外国 で の在住期間

が継続して 1年以上
o Q

京都市 ooX
■ 外国 で の在住期間

が継続して 1年以上

■外国で の 在住期 間

が縫続して 1 年以上
o 010 分 o 別室受験

大阪市 ○ 0
国小 1学 年以上の学年

に縞入学

■小 1学年以上 の 学

年に 編入学
o O O辞書持込み 可
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外国人生徒の キ ャ リア形成 とボ ラン ティ ア

学 校種別 ※ 1 出願資格 ※ 2 措置 の 内容　 豪 3

全
日

定
時

通

信

外国人 （籍）
　　生徒

中国帰国
　生徒

個別
判 断

ル ビ

振 り

科目
数減

時間延長 面接 そ の 他

兵庫 県 ooo ●認 め られた者 O認 め られた者 o o o 別 室受験

奈 良県 QXX
鬮小 4 掌年以上の学

年に編入学 したもの

一 O 数
・
寞の学力

検査

和歌 山 県 00
回答な

　し
● 特 別 の 惜置希望者 ●特 別 の 惜置希望者 o

■ 3 年以 丙であ肌 か ■3 年 以内であり．か
つ 、帰国の場合に は、つ 、帰国の 場合に は、
外国 で の 在住期間が 外国で の在住期間が

鳥取 県 ooo
帰国 時からさかのぼり

継続 して 1 年以上 ．学
校生活にお い て目本

帰 国時からさかのぼ り

継続 して 1年 以上。学
校生活にお い てロ本

Q 国、数、英の

3 教科

語指導が必要 と認め ら 語 指導が必要と認め ら

れる志願者 で あるこ れ る志願者 で あるこ

と。 と。
島根 県 oo × ■ 入 国後 3 年以内

■入国後 3 年以内の

看
○

■ 日 本 で の 中学校 生

香川 県 o0o 活が 3 年間に満たない ●中国帰国生 0
者

■小 4 学年以上の学 ■小 4 学年以上の学

年に編入学 した者．又 年に編 入学した蕎 又

は帰 国時にすでに学 は帰 国時にすでに学 o 国梧 25分、
福 岡県 o0X 齢を超過していてわが

国 の 小 中学校に 編入

齢 を超過していてわ が

国 の 小 中学校に 編入

その他教科 15

分、数学の 追

学で きなか った 者で 、学で きなか った 者で 、 加問題 10 分

平成 17年 1 月 1日以 平 成 17 年 1 月 1 日以

降に帰国 した者 降に帰国した者

國小 4 学年以上の学 国小 4 掌年以上の学

年に緡入学 した者 、又 年に編 入学した叡 又

は帰 国時にすでに学 は帰 国時にすでに掌 o 国語 25 分、
佐賀 県 oo ×

齢を超過して い て わが

国 の 小中学校 に 編入

齢を超過して い てわが

国 の 小中学校 に 編入
0o 国、数 、英 数学及び英語

はそれぞれ 15

学 で きなかった者 で 、学 で きなかった者 で 、 分

平成 17 年 1 月 1 日以 平成 17 年 1 月 1 日以

降に帰国 した者 降に帰国した者

長崎 県 oo ×
● ル ビ振り問題が必魯

と認め ら れる者

● ル ビ振り問題が必要

と認め られ る者
o 0 別室受験

■小 4学年以上の学 ■入国後小 4学年 以

年に編入学 した者 ．又 上 の学年に編入学した

は入 国後すぐに 学齢を 者、又は入 国後すぐに

熊本 県 oo ×
超過 して い てわが国の

小中 学校に編 入学 で き

学齢を超過し て い てわ
が国 の 小中学校に編

O選択し た 3 教
科、作文 と面 接

なか っ た者で、平成 18 入学 できなか っ た者

年 4月 1 日以降に入国 で．平成 旧 年 4 月 1
した看。 日以降に入国した者 。
●受験 する際に特別 ●受験する際に特別

大分 県 ooo 措置 が必要と認められ 措置 が必要と認められ o
る者 る者

宮崎 県 △ △ △
●個 別 の 事案に応じて

弾力 的に対応 する

●個 別 の 事案に応じて

弾 力的に対応する
0

鹿児 島県 ooo
■ 3 年以 内〔中学校又

は 二 れ に 準ずる学校 に

編入学 した者）

■ 小学校 4 年以上の

学 年に編 入学した者。 o （
一

鰰

0 国語 25 分、
他 の 教科 は 15

分

※ 10 印は 「有る 」、× 印は 「無い 」、△ 印は 「一部有る」、斜線は 「該 当校無 し」 を示す

※ 2 ● 印は 「個別判断」、■ 印は 「詳細条件」 を 示す　 ※ 30 印は 「該 当項 目有 リ」 を示 す

（3 ）日本の 中学校に相 当する外国人学校中等部

　卒業者にかかわる日本の公立高校入学者選抜出願

　資格の 扱い につ い て

　　日本 の 中学校に 相 当す る外国人 学校中等部卒業

者 にかか わ る 日本 の 公 立 高校入 学者 選抜 出願 資格

の 扱 い につ い て 分 析 した結果 、「認 めな い 」 の 16 教

委 （32．0％）が 、「認 め る 」

り多か っ た （図 1）。なお、

断す る場合 な どを示す。

の 14 教委 （28．0％） よ

「そ の 他 」 とは、個別判

。钁轗覊
　 ゑ　　　　　　　　　

鑼懸
驚蕪鑿韃鑿鑾　蕪馨難｛　垂靆萋鞋饕爨萋ぎ
驚1難鞘鞘1鞘馨縫灘羅

，ll
’

　　囎 鼕繕鬻鬻諜1靆講爨婁
ザ

　　　　，　，　@ゆ　　，@　ー　　　　，　　th@げ@　@　　お　　ww@d　　@　　
　　　　　

　
’ 　　

　
　　甥灘窰講蠶望騨　　（N

50 教 育委員会） 図 1　日本の中学校に相当する外国人学校中

部卒業者にかか わる 　　　　日 本の公立 高校入

者選抜出願資格 の 扱 い ・・ラ ・テ・
研究V・1 ．14 ［
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（4 ）外国人生徒の教育支援体制に つ い て

　外 国人生 徒や外 国人 生 徒が在 籍す る 高校に 対 し

て 教委 が予 算を計上 し て 行 う対応や施策な どの 教

育支援体制 の 有無 を分析 し た結果 、「無 し」 の 25 教

委 （50．0％）が、「有 り」 の 22 教委 （44，0％） よ り

多か っ た （図 2）。なお 、「回答なし」が 3 教委 （6．0％）

で あ っ た。

　 　 慟 聽 蕁 塾瑛
　 e 壽詠筋勘群槨
　 ta単tde藷蹄歩蝨

蝿 窮 瞬奪脚融 融 φ野
薙 奪轡憩 鯉 郵 響 轡 獸

融轄蔀難羲 覊 罍 蕚轟 騒輔昭蠏鰐岬炉孚a 轡 em轡卵駅肺賜売轡駆禽噂蘇　　　　　モな　ま　　
橇蹴 燕 蚤
鑓轟韆 奮鬱羅

ta舉 霤mp　takeet
　 鴫解 妻凝融凄厨
　 　 a 叭di 疹

（N＝50教 育委員会）

図 2　外国人生徒の 教育支援体制の有無

（5 ）外国人生徒の在籍状況に つ い て

　 当該 自治体内 の 高校に お け る 学校種別 国籍別 に

よ る 外 国人 生徒数 の 把握 の 有無を分析 し た結果、

「無 し」 の 30 教委 （60．0％）が 、「有 り」 の 20 教委

（40．0％） よ り多か っ た （図 3）。なお、不明や 回答

な し につ い て は 「無 し」 に含み 、分析を行 っ た 。

　 　 　 ∬盈響 畢 瞬 諺霧

　 　 　　　　　　　　　
　 　 掻 軸囀devauawgorre
　 轟溘羅蠱蠱鍋融鵬診萄 蠱蟲

　 講 韈購 雛 欝 襲欝 鵜　　　　’　　　　wn　　　　　湃軸彫鞘浄聴騨鞠靭鴨贈 融 轍融 囓

礪蠱鍵懃購 蠱魯 書 鍛蠱 融 鍵蠱 罍

爵vadi 嚀鵬teee 鵬爵騨鴨斡轡毎燭鵬蜘鰍融 亀 亀 爵商 鯉竈 趨 齢串 罍

薜醸齢踰ta駅t強繭静郵軌踰爵舞範駅　　　　　　　　　　　　　ゆ　　ゆ

雛撚靆蟻 難雛
爨 讖灘 黼鶴鯲 鑞
eenvae 騨revadethnvedeew 疹

鵬 鰍黙 鰯 蠱踊畢鵡 蝦 融穣 磁垂睡

　 毒義 齢 畿急壷轟 譱 義轟 蘰 蠱轟
　 、侮糊eeevadeegeWige

　 輔 灘 欝雛 罍 聾鬱 夢 vem

　 　 彎 畢罍婁夢鬱睡曾 篳 鬱 瞳 母軸軫饕聯轄肄せ
き
　　　サ　サ　　ゆ 　ぬが
椣 囎 辮 購 e ”

　　　 （N＝50 教育委 員会）

図 3　外国人生徒の 在籍状況の 把握の 有無

4 ．調査 から明らかに なっ たこ と

　本調査 の 結果 、全国 に お け る 外国人生徒 の 高校入

学者選抜 の 現状 と課題 が 明 らか に なっ た。

　 ま ず 1っ 目が 、外国人 生 徒 の 在籍状況 の 把 握 の 有

無 と公 的取 り組み との 関連で ある。外国人生徒 の 在

籍状況 の 把握 の 有無別 に、入学者選抜、入試 特別措

置 、教育支援体制 の 有無を比 較 し た と こ ろ、外国人

生徒 の 在籍状況 を把握 して な い 自治 体に つ い ては、

入 学者選 抜 と教育支援体制 が 無 い 自治体 の 比 率が

高 か っ た （表 3）。つ ま り、基礎 デー
タを把握 して

い な い 自治体は、外国入生徒に かかわ る対応 や施策

が確立 して な い 傾 向が高 い 。

　2 つ 目が 、高校入学後 の 外国人生徒に対す る教育

支援 体制 の 重要性 で あ る。本調 査 実施 と近 い 時期

に行われ た文部科学省 の 「 日本語指導が必要 な外

国 人 児童 生徒 の 受 入 れ 状況 等 に 関す る 調査 （平成

22 年度）」 （以 下、「文科省調査」 と記す）に つ い て 、

自治体 別 学校種 別 に 結果 を 比 較す る と、学校種 別 で

「高校」の 該 当者が 0 人 の 地域は 11 自治体で あ っ た。

そ れ らの 自治体に っ い て 、本調査 で 把握で きた 9 教

委を比 較する と、い ずれ に お い て も教育支援体制は

無で あ っ た （表 4）。つ ま り、入 学後 の 具体的な学

習支援の 有無が外国人生徒の 高校進 学と大 き く関係

して い る と考えられ る 。 以上 か ら、外 国人生徒が継

続 して 安心 して 学 べ る環 境 づ く りに お い て 、入 学者

選抜 や入試 特別 措置に準 じた具体 的な入学後 の 学習

支援に かかわる施策が必要 で ある とい える。

　3 つ 目が、日本 の 中学校 に 相 当す る外国人学校 中

等部卒業者 に か か わ る 日本 の 公 立 高校入 学者選抜

出願 資格 は 自治体 に よ り判断 が異 なる こ とで ある。

国 は 「日本 に あ る 外 国人学校 中等部 は中学校 で は な

い ため、こ れ を卒業 した こ とをも っ て 、高等学校入

学資格を有す るも の で は あ りませ ん 」 （初等 中等教

育局 初等中等教育企画課 教育制度改革室） と し た姿

表 3 外国人生徒の 在籍状況の把 握の 有 無別公的取 リ組み の比較

外 国 人生徒 の 在籍 状 況 の 把握

有 り 無 し

　　　　　　　　 有 り
入学者選抜

9　　 18．0％ 7i　 14．0％
無 し 11　 　 22．0％ 鑛霧鵝 辮 蕁認驫 繃 鑿

　　　　　　　　 有 り
入試特別措置　 ・ 12　　 24．0％　 φ 18i　 36．0％

無 し 8　　 16．0％ 12 ； 24．0％　 F

教 育支援体 制　　、．有且＿
無 し

　 14　　 28．0％「“．「“」．L「」、「「1．「L闇．L「申．「“．「圃「旧．L削．…．「1．．L旧．買．1「
　 　 6　　 12．0％

　 8i　 16．0％

灘繊 霾韈 驫 霧
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表 4 文科省調査の高校で該当者が 0人であ っ た 9 自治体別本調査結果の比較

教 育支援体制 入 学者選抜 入試特別措置 在籍 状 況 の 把握

青森県 × X × ×

秋 田 県 X ○ ○ ○

富 山 県 × X ○ ×

島根県 × × ○ ×

岡 山 県 × × × X

高 知 県 × X × ×

長 崎 県 X O ○ ○

宮 崎 県 × × △ ○

鹿児島県 × O ○ ×

※ 表 中の○ 印は 「有 る」、x 印は 「無い 」、△ 印は 「一部有 る」 を示 す

なお、本調査 で回答 が得られ なかっ た 2 教委 （山ロ 県、徳島県）を除 く

勢を示 して い る。 しか しなが ら、自治体は当該地域

内にあ る 外国人学校を 「学校」 と して 判断し、外国

人 生徒 の 進 路保 障 を主 眼 に し た柔軟 な対 応 を行 っ

て い る 実態 も明 らか に な っ た 。

5． おわ りに
一本特集の 意義 とは

　外 国人生徒の 高校進学に着眼する と、自治体に よ

る公 的取 り組 み の 格 差 が大 き い こ とが本調査 か ら

明らか とな っ た。まず こ の 格差を最小 限化する た め

には、当該 自治体に お い て学校種別や国籍別 の 外国

人高校生徒数把握 は 必 須で あ り、そ の 上 で 、入学者

選 抜や 入試特別 措置 の 対応 とあわ せ た入 学後 の 施

策づ く りや対応 の 構築、外 国人学校 中等部卒業者 の

進路保 障を考え て い く こ とが 重要 で あ る。

　 こ の よ うに 自治体 の 違 い が あるなかで も、「日本人

と 同等 」 の 進 路 ・進 学を希望す る外 国人 の 若者 の た

め に 尽 力 し て い る の が 、地 域で共 に暮 らす ボ ラ ン

テ ィ ア で あ る。 した が っ て 、本稿 の 1．で 述 べ た テ ー

マ 設定の趣 旨に基づ き、外国人生徒 の キ ャ リア形成

に か か わ る実践に 取 り組 む 4 つ の NPO に執筆 を依

頼 し た。

　第
一

論文は 、神奈川県 の 事例か らボ ラ ン テ ィ ア と

教 育委 員会 の 協働が 持 つ 可能性 を キ ャ リ ア 支援 の

在 り方 か ら考察 し た吉田論文 で あ る 。 前述 の とお

り、自治体に よ り外 国人生徒 の 高校 入 学者選抜の 内

容 は異 な り 、 そ の 内容も入学年度に よ っ て 異な る た

め、入 試 以 前 に 複雑 な高校 入 試制度 の 理 解が 外 国

人生徒 に とっ て 第
一

関門とな る。こ の よ うななか 、

吉 田 が メ ン バ ー
の
一

人 と し て活動する NPO 法人 多

文化 共 生教育 ネ ッ トワ
ー

ク かなが わ は 、1995年 に

全国 で 初 め て 「日本語 を母語 と し な い 人 たち の た め

の 高校進学 ガイ ダ ン ス 」 を実施 した。吉 田 は 、高校

進 学 ガイ ダ ン ス の 実績か ら具体的 な高校入学後 の

キ ャ リア 支援 へ 繋が っ た実践 の 過程 を述 べ て い る。

　第 二 論 文 は、NPO 法人 神戸 定住外国人支援 セ ン

タ
ー

の 学習支援 と奨学支援 の 事例 か ら、学び の 保 障

を考察 した金 ・志岐論文 で ある 。 金 が理事長をつ と

め る NPO は 、外 国人 児童生徒 を対象 に し た 学習支

援だ け で な く、高校進 学者の 奨学支援 に も取 り組

む 。そ の 理 由を 「『学力保障』 と 『進 路保 障』を 重

視する こ とで 目本社会 へ の 『同化』を促す と い っ た

短絡的 な場で は な く 、 社会参加 の 機会を保障し、貧

困や社会 的排除 の 再生産 を断ち切 るため 」 と説 明す

る 。
こ う し た活動 の 根底 に は 、 活動拠点 の あ る神戸

市長 田区 が 古 くか らの 移住 者多住 地 域 で あ る こ と

や、学習支援は地域 に暮 らす子 ど もの 声 か ら誕生 し

た こ とな ど、永年 にお よぶ地域社会 との 丁 寧 な対話

が礎 とな っ て い る。活動 か ら得 た学び を根拠 に金 ・

志岐は 、「ホ ス ト社会 で あ る 日本 が あ る べ き変化 を

遂げて 受け入れ て い るか」 と自ら立 て た問い の 考察

は 興味深 い 。

　第三 論文は 、外国 に ル
ーツ を もつ 若 者が 設 立 し

た NPO 法 人 Mixed　Rootsxユ ース × ネ ッ ト★ こ ん ぺ

い と うの活動実践か ら、同 じ境遇で 育つ 後輩を応援

す る仕組み づ くりの 在 り方を 提案 し た 論文 で あ る。

こ の NPO は 、国際ボ ラ ン テ ィ ア 学会が 選考お よび

表彰する隅谷 三 喜男賞を 2012年度に受賞した 。
「日

系人の 若者が才能を発揮で き、生まれ育 っ た地域社

会に 貢献する に は ど うし た ら い い の か。そん な問

題 意識 か ら始 ま っ た ユ ニ
ーク な 活動 が 評 価 され た」
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小島 祥美

（岐阜新 聞 2013） もの の 、こ の 受賞は 自らの 活 動 の

意義 を問い 直す契機 にもな っ た とい う。当事者で あ

る外国人青年が果敢に 取 り組む そ の 理 由を実践 か

ら導 い た考察に 注 目 した い 。

　第四論文 は、外国人児童 生徒の キ ャ リア 形成 へ の

環境 づ く り に 取 り組む NPO 法人愛伝舎の 活動実践

を考察 し た 論文で ある。三 重県の キ ャ リ ア ガ イ ド

セ ミナ ー事業を 受託する こ と に よ っ て筆者で あ る

坂本 ・神水は 、活動拠 点を置く三 重県に お い て 広域

な入的ネ ッ トワーク を獲得 した 。そ して 、こ の ネ ソ

ト ワ
ーク を生 か し、NPO と して 認識す る 地域 の 課

題 を解決 しなが ら県事業 を活 用 して実践 して い く

知 の 過程 を説明 して い る。 こ の よ うな具体的な例示

は、外 国人生徒 の キ ャ リア 支援 の 方法 で 模 索す る他

の 自治体や NPO に 大 きな ヒ ン ト と な る だ ろ う。

　上記 の 4 篇を通 じて 本特集の 議論 が 、国内で 増加

す る外 国人 の 子 ど もが 当 た り前に 活躍 で き る 社会

づ くりの
一助に なる こ とを心 か ら願 い た い 。

【注】

1 ）例 え ば 教育社会学者 で あ る志 水 （2008 ） は、日本 の

　　学 校 に お け る ニ ュ
ーカ マ

ーの 子 ど も が か か え る教育

　　問 題 の
一

つ に 不 就 学 問 題 が あ る こ と を先行研 究 か ら

　　導 き、岐 阜 県 可児 市 に お い て筆 者 が 行 っ た研 究 （小 島・

　　中村 ・横 尾 2004） を と りあ げ、「こ の 研 究 に 刺激を

　　受 け る よ うな 形 で、こ こ 数 年、外 国人 集 住 都 市会議

　　に 参 加 して い る 自治体 を 中心 に、ニ ュ
ー

カ マ
ー

の 子

　　ど も た ち の 不 就学 の 実態 を て い ね い に 把握 し よ うと

　　い う取 り組み が進 め られ て い る 」 （志水 2008：18） と

　 　説 明 す る。

2 ）2006 年 ll 月 21 日に 発 表 した 外国人集住都市会議 の

　　「よ っ か い ち宣言 」 の なか で、外国人 生徒が 不利 に な

　　ら な い よ うな 公 立 高校選 抜 基準づ く り や 入 学後 の 学

　　習支援体制 の 整備 の 必 要性 を述 べ て い る （外 国人集

　　住都市会議 2006）。な お 、同 会 議 が 2012年 11月 12

　　 日に発 表 した 「い い だ宣言」 の なか で 高校入試 制度

　　及 び 高 校 に お け る 支援 に つ い て も言及 し て い る が、

　　当 日配 布資料 に 明記 され て い る とお り、筆者 （小島）

　　の 研 究 成 果 を参 考 に 調 査 し た も の で 独 自調査 に よ る

　　も の で は ない （外 国人 集住都市会議 2012：25）。

3） 本 調 査 研 究 は、科学研 究費補助金 （若 手研究 B ）

　　「ヒ ュ
ー

マ ン ・グロ
ーバ リゼー

シ ョ ン に お け る教育環

　　境 整 備 と支援体 制 の 構築 に 関す る研究」 （課題番号

　　22730673） の 助 成 を うけ て 実施 し た。調査 協 力 い た

匝コ ・・ラ・了・ア物 就 V・1．14

だ い た 計 50 教 委 は、北 海 道、青森県 、宮城県 、秋 田

県、福島県 、茨城 県、栃木県、群馬県、千葉県、東

京 都 、神 奈川 県、新 潟 県、冨 山 県、石川 県、福井県、

山梨 県、長 野 県、岐 阜県、静 岡 県、愛知県、三 重県、

滋賀県、京都府、兵庫 県、奈 良県 、和 歌 山 県、鳥取 県、

島根県、岡山県、広 島 県、香 川 県、高知 県、福 岡 県、

佐賀県、長崎県、熊本県、大 分 県、宮 崎 県 、鹿 児 島

県 の 39都道 府 県 と、札 幌 市、仙 台 市、さい た ま 市、

千葉市、川 崎 市、横 浜 市、浜松 市、京 都市、大阪 市、

神 戸 市、広 島 市 の 11 政 令都 市 の 教 委 で あ っ た。
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　　　　　　　　　　V6且unteers 　and 　Career　Formation　of 　Foreign　Students：
Established　Educational　Environment 　Confronting　Foreign　Students　Who 　lntend　to　Enter　High 　School

　　　Yoshimi 　Kojima

（Aichi−shukutoku 　University）

We　have　set　the　theme　fbr　this　special 　issue　as “
volunteers 　and 　career　fbrmation　of　fbreign　students ，

”We 　re−examine

the　close　relationship 　betweeゴ research
”
and

‘6practice ”fbr　supporting 　volunteer 　studies ．　In　March 　2011
，
　in　the　action

plan　on 　Measures　for　Foreign　Residents　of 　Japanese　Descent，　the　Japanese　govemment 　specifically 　identified血 e　need

to　improve　the　environment 　for血e　acceptance 　of　foreign　junior　high　school 　stUdents 　who 　intend　to　join　high　school ．　For

acountry 　that　still　omits 　compulsory 　school 　attendance 　fbr　fbreign　students ，　this　stipulation　supporting 　fbreign　students ’

entry　to　high　school 　is　especially　significant，　However，　although 　the　selection　criteria　ofpublic 　high　school 　stUdent 　differ

among 　local　governments，　few　studies 　have　addressed 　the　actual　situation　of 止 e　entire 　coun 噂 ．　Thus，　as 　the　established

educational 　environrnent 　confronting 　foreign　stUdents 　whe 　intend　to　enter 　high　school 　in　each 　area 　is　unknown
，
　it　is　the

local　volunteers 　who 　support 　fbreigners　living　in　the　area 　to　enh ｛mce 　their　abilities　as　required 　by　the　local　Japanese

society．　Therefbre，　we 　first　examine 　the　actual　nationwide 　selection　criteria 　fbr　fbreign　students 　in　public　high　schools ，

We 　describe　the　current 　role 　of 　volunteers 　in　fbreigners’career 　fbrmation，　by　comparing 　each 　local　government
’
s

requirements 　and 　analyzing 　reports 　on　the　NPO 　practice　in　each 　community ．

Keywords ：foreign　stUdent ，　entry 　to　high　school ，　career 　formation，　research 　and 　practice，　high　school 　immigrant　stUdents
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